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対処方針 

①戦略・体制等について 

Ｑ１：鉄鋼だけの比較でなく、他の素材も含めて、日本の産業の基盤を作る意気込みで、

鉄鋼に関連した素材開発をし、垂直統合的なコンソーシアム作りを積極的に推進してほし

い。 

Ａ１：省内検討の結果、輸送機器等関係素材（鉄、非鉄、炭素繊維複合材料 以下３素

材）所管課連携による研究開発体制を整備予定。また、大学・研究機関、素材企業から

ユーザー企業までを踏まえたコンソーシアムを予定し、各素材テーマ間連携による相乗

効果により、日本の素材産業・製造産業の競争力強化を目指す。 

 

Ｑ２：護送船団形式や横並びで研究開発をやる時代ではないので、主な企業がすべて入

るのであれば、プロジェクトが実のあるものになるようなマネジメントが必要。 

Ａ２：研究開発の大きな枠の中でシナジー効果を期待し、必要な企業が必要な部分に参

加できるコンソーシアムを組み、オールジャパンで進めていく。 

 

Ｑ３： １０年間というターゲットとするとハイエンドのものを開発したとしても、ユーザーが

使えるコストであるか否かが非常に重要であり、長期的な計画の作成と、コスト目標の策

定が必要。 

Ａ３：３素材連携による部素材戦略を検討中。革新鋼板コスト目標にいては、現在のハイ

テンと同等のコストを目指す。 

 

②技術関係について 

Ｑ１：異種材料の接合というのは昔から取り組まれているが、余り成功した例がないので、

どのようなコンソーシアムにするかにもよるが斬新なアイデアが必要。 

Ａ１：関連研究機関・企業による集中的開発を行う。例えば、有望技術として、異種材レー

ザー接合、ＦＳＷ（摩擦撹拌接合）等の技術に注目し、コンソーシアムにおける効率的連

携体制により、ブレークスルーを目指す。 

 

Ｑ２：改めて鋼種開発から始めるのではなく、マイクロアロイに押されてお蔵で眠っている

鋼種の量産技術の開発に焦点を絞るべき。 

Ａ２：鉄鋼関係のナショナルプロジェクトは 25 年ぐらい前から継続的に実施されており、

ナショナルプロジェクトで培われた基盤技術が、今日のハイテン、ＴＲＩＰ鋼開発（ミクロ結

晶構造つくり込みによる高機能化）に大きく寄与しているところ。 

現在、これら技術の進展は、飽和状況にあり、従来の延長線上の技術ではない、鋼材

複層化技術開発による革新鋼板創製により、次の新しい飛躍を目指す。 

 

③人材育成・確保について 

Ｑ１：今、中韓に負けているのは製品だけに限らず、人材育成でも負けている。大学も体
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力が落ちて金属材料をやっているところが非常に細っており、ボトルネックになっているの

で、このコンソーシアムの中で、どうやって人材を大学と企業で育成していくのかが重要。 

Ａ１：今後、国内における金属材料系若手研究者の活躍の場確保は重要な事案。未来

型長期プロジェクトを通じ、産官学ネットワークの中で新しいものを開発していくという環

境形成により、人材育成にもつなげていく。 

 

④知財管理について 

Ｑ１：知財管理について、国のプロジェクトとしてバイ・ドール条項を適用して企業側に知

財を全部わたすべきか否かという点について、よく検討することが必要。 

Ａ１：知財のどの部分については特許化し、あるいはどの部分についてはオープンにしな

いでいくかというような選別をし、必要に応じて、バイ・ドール条項適用の検討を行う。 

 

⑤結論 

Ｑ１：垂直統合的なコンソーシアムを作るべき。 

Ｑ２：製造プロセスがコストに見合い、エネルギー原単位が低くて、下流で加工の手間が

かからないようなプロセス開発に焦点を当てて、鋼種開発にとどまるのではなく、最新の

制御技術を導入するなど、プロセス技術の開発プログラムに重点を置くべき。 

Ａ1,2：コンソーシアムは、大学・研究機関、素材企業からユーザー企業までを踏まえた垂

直統合的な体制を予定。また、１０年間のプロジェクトスコープとして、ミクロな組織制御

によるレアメタル削減鋼板開発とそれらを活用した最終目標の複層鋼板開発（高強度

鋼層と高延性鋼層の層状構造を有した高機能革新的鋼板）の出口があり、鋼種開発、

製造プロセス開発、プロトタイプライン検証による最終コスト評価も踏まえ、利用技術と

しての異種材・難接合材接合技術開発も合わせたアレンジを予定し、コストと性能の両

立を目指す。 
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【別 添】 
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